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経済成長の限界性が問われる中、1992 年の国連環境開発会議（United Nations 





Framework Convention on Climate Change、UNFCCC、気候変動枠組条約）、生物の多
様性に関する条約（Convention on Biological Diversity、CBD、生物多様性条約）が採択
され、農林業由来の温室効果ガス（GHG、Greenhouse Gas）の排出や温室効果ガス吸収
源としての森林資源、および、稀少生物生息域としての農林地が重要視されるようになっ














                                                   












考慮した政策が必要となる。加えて、世界貿易機関（World Trade Organization 、WTO）



























                                                   












































































































（Deramakot Forest Reserve、DFR）では、低インパクト伐採（Reduced Impact Logging、













































































































関する法律（六次産業化法、2010 年 12 月 3 日施行）」における、農山漁村に由来する農
林水産物、バイオマス、自然エネルギー、経験・知恵、風景、伝統文化を地域資源と位置
づけている。「中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促進に関する法律（中小










































































2,500 種、鳥類 600 種、は虫類 200 種、昆虫類数千種など世界有数の多様性を誇っている。
森林生態系は、多様な生物の関連の上に成り立っているが、生物の価値を測るのは困難で


























































































































                                                   
11 対価を支払わずに享受することを排除せず（非排除）、誰もが同じ量の公共財を一様に
享受できる（非競合）という二つの性質を有する財である。 






































































































































                                                   


























































































































































































 世界森林資源評価 2010（Global Forest Resources Assessment 2010、FRA 2010）の報
告によると、森林の減少率は、いくつかの地域では低下の兆候があるが、依然として高い
率で増加している地域もある。世界の森林面積は、1990 年には 41 億 6,840 万 ha であっ
たが、他の土地へ転用、または自然的要因によって、2010 年には 40 億 3,306 万 ha まで
に減少している。1990 年～2000 年の森林の減少は、年間 830 万 ha（－0.20％）、2000 年
～2010 年の森林の減少は年間 520 万 ha（－0.13 ％）と、減少率が鈍化している。この
減少分は、植林、植生の復元、森林の自然回復等による増加分を差し引いたものであるが、



















































                                                   


























世界全体の耕地面積は 2000 年には約 15億 haであり、地球の土地面積の 11％を占める。
1970 年に、農地面積は約 14 億 ha であったのに対して、面積の拡大はわずか 6％にすぎ
ない。同時期に世界の人口は 65％増加しているが、農地面積の減少傾向にある。世界人口
白書 2010 によると、世界の人口は 2011 年に 70 億を超えると予測されており21、限られ
た農地において、地域資源の過剰利用への圧力増加が懸念されている。 
世界における穀物の需給動向を見ると、1 人当たり農地面積が減少し（1961 年 0.41 ha
→2009 年 0.20 ha）、単収の伸び率が逓減してきたことから、1994 年以降、生産量の増加
も逓減している（1994 年の穀物生産量 1,399,996 千 ha→2009 年の穀物生産量 1,381,204
千 ha）（図 １-３）。近年では、食料の生産量が需要量を下回って推移している（2007 年
の食料生産量 2,090,660 トン、需要量 2,112,210 トン）（図 １-４）。 
 また、主要穀物の価格は上昇傾向にあり（2012 年見通し米 520 ドル/トン、大豆 385 ド
ル/トン）、食料安全保障の確保が危ぶまれている（図 １-５）。価格の上昇の要因としては、
                                                   








飼料としての穀物の需要増加につながる。食肉の生産には、牛肉 1 kg 当たり 11 kg、豚肉




























































































図 １-３ 農地面積および 1 人当たりの農地面積の推移 
資料：FAO STAT 
                                                   













図 １-４ 世界の食料の生産量と需要量の推移 


















































































Maize Rice Soyabeans Wheat 線形 (Wheat)
 











（1962 年 118.3 kg → 2003 年 61.9 kg）、肉類の消費は 5 倍に増加（1962 年 5.2 kg → 
2003 年度 28.2 kg）、油脂類の消費は 3 倍に増加（1962 年度 4.3 kg→ 2003 年度 15.0 kg）
している23。それらの飼料や原料として使われる穀物の消費量は世界的に増加している。
一方、国内の穀物自給率は、1960 年には、75%を超えていたが、1970 年代には 50 %を
割り込み、近年は 20 %代の低い水準で推移している（図 １-７）。先進国および新興国の
肉や油脂類の消費の増加により、穀物資源配分のバランスが問題になっている。 
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 1980 年代、エコロジカル・フットプリント（ecological footprint、EF）25は、地球の年


















 図 １-９は、人間開発指数（HDI）（2007 年）28と EF（2005 年）の関係を示したもの
である。HDI が高い国ほど、EF が高い傾向がある。2005 年の世界平均の EF は、2.4 gha/
人（2005 年）である。日本の EF は、4.7 gha/人（2005 年）であり29、地球上の全土地
面積の 1.96 倍必要としている。すなわち、世界の人々が日本人と同じ水準で生活するため
には、地球 1.96 個分の面積が必要であることを意味する。 
 農地は、他の土地利用よりも高いバイオキャパシティを保有している。日本には、約 460
万 ha（2010 年）の農地が存在する。しかしながら、1 人当たりバイオキャパシティは 0.6 
gha であり、世界平均の 1.6 gha の 3 分の 1 に過ぎない。日本の農業のバイオキャパシテ
ィは、先進国においても低位に属している。その不足分を補うために、日本は多くの食料




                                                   
26 生物的な生産が可能な土地面積。 
27 WWF『Living Planet Report 2010』http://www.footprintnetwork.org/press/LPR20
10.pdf 
28 人間開発指数は、人間開発の 3 つの側面（寿命、知識、生活水準）を基礎とし、人間開
発の平均的達成度を測定した指標である。0.8 以上が人間開発上、適正と言われる。日本
の HDI は、0.886（2007 年）である。 
29 WWF『エコロジカル・フットプリント・レポート 日本 2009』http://www.wwf.or.jp/
activities/lib/lpr/WWF_EFJ_2009j.pdf 
30 WWF『Living Planet Report 2010』http://www.footprintnetwork.org/press/LPR20
10.pdf 
 図 １-８ エコロジカル・フットプリントと
資料：National Footprint Accounts 2010 edition
図 １-９





































































豚肉 1 kg では 5.9 トン、大豆
主な輸入食料（穀物 5 品目、畜産物
















から 310 兆 円）におよぶという試算を示された
                                                  
31 間接的に輸入している水資源を把握する
32 農林水産省『平成 19 年度
maff/h19_h/trend/1/t1_2_1_02.html
33 The Federal Minister for the Environment 
米, 24 , 4%
大麦・裸麦
20 , 3%




31）。品目別に見ると、牛肉 1 kg の生産には
1 kg では 2.5 トンの水が必要である32。 
4 目）を日本で生産する場合に必要な
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http://www.bmu.de/pressearchiv/16_legislaturperiode/pm/41617.php 
34 The Department for Environment, Food and Rural Affairs （Defra） http://www.
defra.gov.uk/news/2010/10/18/nature/ 

































                                                   











































































（１） EU の農業政策 
欧州連合（Europe Union、EU）の共通農業政策（Common Agricultural Policy、CAP）
は、第一の柱とされる所得保障のための直接支払い、第二の柱とされる環境支払い、条件
不利地支払いの農村振興政策に分けられる。現在、予算規模では、前者が 77 %、後者が
23 %で構成される（2007 年ベース、同年度の CAP 全体の予算は約 550 億 ユーロ）。 
                                                   
37 石坂匡身『環境政策学』中央法規、2000 年、p.44 
38 リチャード B.プリマック、小堀洋美『保全生物学のすすめ』文一総合出版、2003、
pp.332-335 
39 「リオ＋20」とは、1992 年の地球サミットから 20 周年にあたる 2012 年 6 月にブラジ
ルのリオ・デ・ジャネイロで開催された「国連持続可能な開発会議」の略称である。 
40  グリーン経済は、持続可能な発展を達成する経済のあり方。UNEP（Towards a Green 





















業環境政策、条件不利地域対策等）を内容とする CAP 改革が決定された。 


























































































 1993 年、アジェンダ 21 の実施状況を監視し、必要な勧告を行うために持続可能な開発
委員会（Commission on Sustainable Development、CSD）が設置された。また、1995 年
には、持続可能な森林管理に関するフォローアップを行うため、CSD 下に森林に関する政
府間パネル（Intergovernmental Panel on Forests、IPF）が設置された。1997 年には、
森林につい政府間の協議を継続していくために、「森林に関する政府間フォーラム」






3. 森林の評価手法の更なる開発を進めるべきである。  
4. 森林の価値のより適正な評価手法を使用すべきである。 
 
















































































 １-１３ 政策と政策手段の関係 





















































































興政策によってインフラストラクチャー整備がなされた上で 1970 年代以降、LFA 対策や
州独自の農耕景観プログラム（Kulturlandschaftsprogramm、KULAP）によって農家に

























現在、運用される森林認証制度は、森林管理協議会（The Forest Stewardship Council、
FSC）や PEFC （Program for the Endorsement of Forest Certification Schemes）など



















 2001 年 11 月に、モロッコのマラケシュにおいて開催された気候変動枠組条約 COP7
（Conference of the Parties、締結国会議）では、吸収源としての森林管理や CDM の活
動として植林を認めることにした。京都議定書およびマラケシュ合意上、第 1 約束期間に
おいての吸収源 CDM は、新規植林・再植林に限定されており、森林経営や植生回復によ
る CDM プロジェクトは認められないことになっている。吸収源 CDM として新規植林お
よび再植林を行う場合の要件は、表 １－４のようになっている。 
表 １－４ 吸収源 CDM の定義 
項目 定義 
最低面積 0.05～1.0 ha 
最低樹冠率 10～30 % 
成木の最低樹高 2～5 % 
新規植林 50 年間森林でない土地を森林に転換する行為 






















表 １－５ WTO 農業交渉における国内支持分野における議論 












 生産額 5%以下の国内助成 
削減対象の政策 ④黄の政策  貿易歪曲的な国内支持（デミニミス、青、緑の政策以外） 
 市場価格支持 
 不足支払いなど 
 UR 以上の大幅の削減（日本は 70%、米国は 60%を削減） 





                                                   
51 デカップリングとは、「生産と農業保護とを切り離す（decouple）」という意味であり、
市場の機能を歪めない（市場歪曲的ではない）形で農業保護を図ろうとするものである。 

















































Share of MPS commodities (%)
 
図 １-１４ OECD 諸国の生産者保護指標 












 第 1 の課題として、地域資源の状況を土地利用の変化および食料消費の変化の側面から
地域資源劣化のメカニズムを分析した。2000 年～2010 年の森林の減少は年間 520 万 ha
と、植林、森林への自然遷移によって、消失面積は減少傾向にある。しかし、南アメリカ
やアフリカでは、依然として高い率で減少しており、年間約 520 万 ha（1 分間に 14 ha）




























 ミレニアム生態系評価（Millennium Ecosystem Assessment、MA）の報告を受けて、
農林業開発や土地利用計画に関する政策決定者のための生態系と生物多様性の経済学


























                                                   
54 TEEB、The Economics of Ecosystems and Biodiversity: The Ecological and Economic 
Foundations、2009 
55 K. W. カップ著、篠原泰三訳『私的企業と社会的費用』岩波書店、1959 

















































































































































































































 図 ２-３は横軸に農村景観の状態 q、縦軸に消費者の所得 M をとり、農村景観の状態と
所得水準の組み合わせから得られる効用水準を描いた無差別曲線である。まず、消費者の
所得が M0、農村景観の状態が q0の状態 A にいるとする。ここで、農村景観の保全措置が
とられ、農村景観の状態が q0 → q1に改善されたとする。消費者の所得は M0のままであ
るから、消費者の状況は A から B に移動し、効用は u0 → u1に上昇する。ここで CV の
金額だけ支払うと、消費者の所得は M0 - CV となり、C へ移動するため、効用水準は変化
前の u0となる。この金額 CV が補償変分である。景観が q0 → q1 に改善されるときに、
支払っても構わないと考える最大の金額、つまり WTP が補償変分に相当している。 
逆に、農村景観の保全が中止され、農村景観の状態が q1 → q0に悪化したとする。消費
者は B へ移動できず A にとどまる。したがって効用水準は u0のままである。ここで EV
の金額だけ受け取ると、消費者の所得は M0 + EV となり、D へ移動するため、農村景観が
改善された後と同じ効用水準 u1が達成される。この金額 EV が等価変分である。農村景観








































































防止対策以降の被害額、E：防止対策費用とした場合、合理的人間は、N’ + E < N である
























やすらぎ）の評価額を約 6 兆 7 千万円と試算した。また、農業総合研究所（1998）60は、
三菱総合研究所等が行った生態系機能の評価に基づき、農業センサスなど最新データによ












                                                   
59 三菱総合研究所『水田のもたらす外部経済効果に関する調査・研究報告書－水田のもた
らす効果はいくらか－』1991 




























































る方式は ITCM（individual travel cost method）と呼ばれ、個人が何度でも訪れるよう
なレクリエーション地が評価に適している。これに対して、レクリエーション地への旅行
費用が同一の地域を特定し、その地域ごとのレクリエーション地への訪問頻度から需要関


































た訪問 1 回当たりの消費者余剰の推定値は 1,457 円で、これに年間推定訪問者数の 18 万 4







1/2 の 3 つのケースで行った。この観光農園が旅行者に与えるレクリエーション的機能の








ったとする。土地 A の価格が土地 B の価格よりも高ければ、人々は居住地を選択するとき










田の経済的価値が 12 兆円と算出された70。 
浅野（1998）は、和歌山県での居住環境保全機能を水田および樹園地を比較して評価し
た。居住環境の条件として、「四季の変化を感じさせる田畑がある」が最も高い割合を示し
                                                   
67 田中裕人、網藤芳男「ゾーントラベルコスト法における便益移転－広島県世羅台地を事









たことが事前調査（総理府調査 1986 年、1991 年）で明らかになった。和歌山県における





かつらぎ町（2,020ha）の樹園地の経済的価値は、それぞれ 86 億円、51 億円、112 億円、













が CVM である。タンカーの所有者であるエクソン社は、原油の浄化費用として約 30 億ド
ルを投じ、さらに同社は 11 億ドルの追加補償を行うこととなった。米国では、この事件
の賠償問題を契機に CVM の妥当性、有効性、信頼性に関する議論が引き起こされ、商務
省中央海洋大気局（National Oceanic and Atmospheric Administration、NOAA）が
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の利用方法や炭焼きなどの伝統文化維持機能の価値を約 3 億 3,000 万円と算出した74。い
ずれも、伝統的な祭礼や生活文化といった非市場的な財・サービスの貨幣価値の評価を試
みている。 
表 ２－３ CVM による評価事例 









8,687 円/世帯・年 3,476 万円・年 樋口、吉田 
（1998）76 


















3,185 円/人・年 1,917 万円 新保 
（1995）79 
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80 岩本博幸、垣内恵美子、氏家清和「CVM を用いた伝統的建造物群保存地区の文化的景















ンジョイント（choice-based conjoint）の 2 種類がある。評定型コンジョイントは、それ
ぞれの代替案の好みを点数で採点したり、望ましい順位に商品を並べ替えたりすることで
商品の属性別の選好を推定する。評定型には、1 つのプロファイルを提示して選好を尋ね

































































表 ２－４ 生態系機能の経済的評価 
機能 代替財が存在 代替財が存在しない 適用可能な手法 
バイオマス形成機能 ○  代替法 
洪水防止機能 ○  代替法 
土壌浸食防止機能 ○  代替法 
水資源涵養機能 ○  代替法 
緩衝帯形成機能 ○  代替法 
景観形成維持機能  ○ CVM 
CA 
伝統文化継承機能  ○ CVM 
CA 
レクリエーション機能 ○  TCM 
CVM 
CA 
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①産業 A に対して 1 単位の最終需要が発生した場合、産業 A の生産を 1 単位増加する必
要がある。 
②産業 A の生産を 1 単位増加させるために必要な原材料の投入額は、投入係数表から求め
られる（第 1 次生産波及）。 
③同じく、第 1 次生産波及で発生した生産増のために必要な原材料の投入額は、投入係数
表から求められる（第 2 次生産波及）。 
④以降、第 3 次、第 4 次と、投入係数を介しての生産波及が発生する。 
 










































∆x = ∆f + (I− A) A∆f 
数式 ２-１ 生産誘発額 
∆x = ∆f + [I − (I−M)A] (I−M)A∆f 
∆x = [I − (I−M)A] ∆f 


















 事業評価でもっとも広く用いられている手法は、事業の純現在価値（net present value、
NPV）を求める方法である（数式 ２-４）。初年度（t = 0）を基準として毎年の便益（B）、
費用（C）を割り引くことによって純便益の現在価値を算出する。事業期間を示す t は、
事業の調査・計画段階から事業完了までの期間となる。内部収益率（initial rate of return、
IRR）は、プロジェクトの純現在価値を 0 にするような割引率91である（数式 ２-５）。IRR
                                                   











る（数式 ２-６）。B/C R が 1 であれば、事業実施期間中に 0 の純便益しか生み出さない。
1 より小さければ、事業が経済的損失を被ることを表している92。 
数式 ２-３ 純現在価値の算出方法 
epded CCCBBNPV  
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表 ２－５ 自動車による社会的費用の計測例 
自動車走行が市民の基本的権利を侵害しないよう、道路構造などの改造に必要となる追加的な
投資額（緩衝緑地帯整備、用地費、建設費など）（東京都の場合）：約 24 兆円 
東京都の道路網を利用している自動車台数：約 200 万台 
自動車 1 台当たりの必要投資額：1200 万台 







 米国における政策評価の起源は古く、1968 年に導入された Planning, Programming, 
and Budgeting System が始まりであるといわれている。1993 年には、Government 







                                                   




































































































体にとって好ましいと判断される（B – C > 0）。逆に、費用が利益を上回る場合は、その


















































 ①では、事業にかかる費用と便益により NPV を算出する。環境費用と便益を含めた形
で評価した結果、便益が費用を上回る場合（B – C > 0）、事業実施が妥当であると判断さ









































































































































呉市は、2003 年に下蒲刈町、2004 年に川尻町、2005 年にはさらに蒲刈町、音戸町、
倉橋町、豊浜町、豊町の島嶼部を含めた近隣 6 町の編入合併によって新生呉市となった。




の島々で構成されている。島嶼部は、いずれも標高 300～500 m の山々が連なり、急峻な
                                                   
105 木造農船および飛騨家住宅は、国指定登録文化財に登録されている。 




















年間 日平均 最高 最低 
豊（広島） 1,062 15.7 34.7 -2.7 1.4 1,732.4 
川辺（和歌山） 1,321 15.7 35.5 -2.2 2.6 1,891.4 
静岡（静岡） 1,708 16.5 37.1 -2.6 2.2 2,245.9 
資料：気象庁『気象統計情報』より 
２． 呉市の産業構造 
図 ３-１は、産業分類ごとの就業者数の割合と第 1 次産業の割合を示している。島嶼部
では、第 1 次産業の割合が高いものの、倉橋町、下蒲刈町、蒲刈町では、第 3 次産業の割
合が 50 %前後を占め、最も多くなっている。豊浜町と豊町においてはそれぞれ 63 %、58 %
と、第 1 次産業の占める割合が最も高くなっている。また、第 1 次産業のうち、豊町では
97 %を農業従事者、豊島町では 50%を漁業従事者が占めている。 
瀬戸内島嶼部では、本土と比較して平野部が乏しい。広島県下の畑地は、東南部沿岸・






                                                   

































表 ３－２ 主要農産物の産出額（1,000 万円） 
市町村 総産出額 1 位 2 位 3 位 
農産物 産出額 農産物 産出額 農産物 産出額 
呉市（新） 474 ミカン 155 米 44 デコポン 35 
呉市（旧） 69 米 23 ねぎ 4 生乳 － 
音戸町 8 米 2 ミカン 1 甘藷 0 
倉橋町 84 ミカン 17 トマト 12 だいこん 8 
下蒲刈町 33 ミカン 14 いちご 3 デコポン 2 
蒲刈町 46 ミカン 14 デコポン 6 なつミカ
ン 
4 
豊浜町 55 ミカン 27 デコポン 3 なつミカ
ン 
1 






表 ３－３ 主要果樹の栽培面積・収穫量（2003 年産、旧呉市、下蒲刈町は 2000 年産） 
市町村名 





















旧呉市 13 122 1 12 0 4 - - - - 
音戸町 8  103  1  17  1  11  0  2  - - 
倉橋町 186  2,670  9  165  4  58  26  381  0  4  
下蒲刈町 86 1,200 6 148 4 62 - - 0 3 
蒲刈町 156  2,190  19  523  8  134  9  135  0  4  
豊浜町 165  3,820  6  166  3  56  9  164  1  10  




表 ３－４は、農家人口および 65 歳以上の農家人口の 1980 年から 2000 年の変化率を
示している。呉市島嶼部においては、農家人口は減少傾向にある。農家人口の変化率は、
音戸町が 71.1 %と最も減少し、次いで蒲刈町が 63.7 %と減少している。他の島嶼部の農
家人口の変化率は、50 %前後で推移している。農家高齢化率（農家人口の 65 歳以上の占
める割合）は、全ての地域で増加傾向にある。豊浜町の 52.8 %ともっとも高く、次いで蒲
刈町の 51.4 %と高くなっている。65 歳以上の農家人口は、旧呉市、音戸町、倉橋町、蒲
77 
 
刈町では、変化率がそれぞれ 73.6 %、52.3 %、90.3 %、82.2 %と減少傾向である。それに
たいし、下蒲刈町、豊浜町、豊町では、変化率が 130.6 %、121.4 %、111.9 %と増加傾向
にある。すなわち、下蒲刈町、豊浜町、豊町では、人口の相対的な高齢化率の上昇だけで
はなく、農家人口の減少にともなって農家の高齢化が進行していることを表している。 
島嶼全体の経営耕地面積は、1970 年に 3,333 ha であったのに対して、2000 年には
1,590 ha まで減少している（減少率 47%）。豊町では、1970 年に 1,078 ha あった耕地は、
2005 年には 440 ha までに減少している。 






1980 年 2005 年 2005 年 1980 年 2005 年 2005 年 うち女性（%）1980 年 2005 年 
音戸町 281 8 74.2 2,915 553 54 48.1 25.4 47.4
倉橋町 578 156 50.8 3,107 1,100 37 48.4 22.7 47.8
蒲刈町 206 120 53.1 3,107 664 348 48.3 22.7 66.6
下蒲刈町
* 
444 69 N.A. 1,806 389 333 46.5 17.2 41.6
豊浜町 343 157 33.2 1,589 629 444 51.8 19.4 58.2
豊町 1,042 440 19.3 3,752 1,318 921 49.5 21.7 56.7




























































115 2009 年、現地視察により。 
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表 ３－５ 生態系機能が提供する財・サービス 
No. 機能 財・サービスの例 性質 供給者 受益者 


































②  物質循環  有機性廃棄物（ミカンの規格外品、摘果、落 公共財・ 土地所有 土地所有

















































































No. 機能 財・サービスの例 性質 供給者 受益者 
民 














































































































































物質生産機能   市場価格による評価 
遺伝子資源保全機能 ○  代替法 
バイオマス供給機能 ○  代替法 
洪水防止機能 ○  代替法 
土壌浸食防止機能 ○  代替法 
水資源涵養機能 ○  代替法 
緩衝帯形成機能 ○  代替法 
景観形成維持機能  ○ 仮想的評価法 
コンジョイント分析 
社会資本形成機能 ○  代替法 
アイデンティティ形成機能  ○ 仮想的評価法 
コンジョイント分析 
伝統文化継承機能  ○ 仮想的評価法 
コンジョイント分析 
レクリエーション機能 ○  旅行費用法 
仮想的評価法 
コンジョイント分析 
教育・研究機能 ○  代替法 
１． 物質生産機能 
 物質生産機能は、農産物の生産高によって評価することができる。呉市島嶼部の 2004
年の主要農産物の生産額を合計すると、29 億 3,000 万円（下蒲刈は 2000 年）となる。そ









下記計算式に当てはめると、呉島嶼部における洪水防止機能の評価額は 2 億 6,815 千万
円となる。 



































表 ３－９ 土壌浸食防止機能の評価額算出方法 
土壌浸食防止機能の評価額＝（耕作が放棄された場合の推定土壌流出量－耕作が維持されている
場合の推定土壌流出量）×砂防ダムの防砂量当たりの建設費 
耕作が放棄された場合の推定土壌流出量＝14.77 t/ha/年×1,500 ha＝22,155 t/年 
耕作が維持されている場合の推定土壌流出量＝4.20 t/ha/年×1,500 ha＝6,300 t/年 
砂防ダムの防砂量当たりの建設費＝5,354 円/m3 











被害額、および、イノシシ対策費によって評価し、2 億 1,170 万円と算出された。 
表 ３－１０ 呉島嶼部における鳥獣による農産物被害額（万円） 
 カラス ヒヨドリ イノシシ タヌキ その他鳥類 合計 
野菜 540 89 560 85.6 0 1,274.6 
果樹 1,995.6 2,726.3 4,119.0 2,959.0 61.8 11,861.7 
イモ類 0 0 816.5 45.9 0 862.4 
合計 3,015.6 2,815.3 6,493.7 3,090.5 144.7 15,559.8 
資料：広島県呉地域事務所農林局『農林水産行政要覧』 













































中から第 1 選択肢をランダムに抽出した。第 2、第 3 選択肢は残されたプロファイルから




抽出し寄付金額が高い順に配置した。1 つのバージョンの調査票 1 に対して、3 種類の異
なる組み合わせの選択肢を 3 セット作成した。同様にもう 1 つのバージョンの調査票 2 を
作成し、合計 6 セットの選択肢を作成した。また、対策を実施しなかった場合に想定され
る水準のプロファイルを用意して全セットに配置した。 














3 ヶ月に 1 度程度 
清掃 
草刈り 
1 ヶ月に 1 度程度 
清掃 
草刈り 













表 ３－１４ 本アンケートで使用した全選択肢 
調査票の種類／属性名 
選択肢 1 選択肢 2 選択肢 3 





保全面積 5ha 10ha 20ha 5ha 20ha 30ha 5ha 20ha 30ha 
景観改善の割合 5%向上 10%向上 20%向上 10%向上 30%向上 5%向上 30%向上 5%向上 10%向上 
展望台･散策道の整備 なし なし あり あり なし あり なし あり あり 





保全面積 30ha 10ha 5ha 20ha 5ha 30ha 5ha 10ha 5ha 
景観改善の割合 20%向上 20%向上 30%向上 10%向上 10%向上 5%向上 20%向上 30%向上 30%向上 
展望台･散策道の整備 なし あり あり なし あり なし なし なし あり 
寄付金額 500 円 1,000 円 5,000 円 500 円 1,000 円 3,000 円 500 円 3,000 円 5,000 円 
92 
 
アンケートでは、表 ３－１５に示すとおり、1 回の設問につき「対策 1」～「対策なし」
の 4 種類の対策案を提示した。アンケートの回答者は、各対策案とそれに必要な寄付金額
との組み合わせの選択肢から、最も好ましいと考える組み合わせを選択する。回答者は、
1 回のアンケートで異なる組み合わせの設問を 3 回ほど回答する。選択された対策案と寄
付金額をもとにして、農村景観の評価額を統計的に推定する。回答者の寄付金への支払意
志が、農村景観の評価額となる。 
表 ３－１５ アンケートの設問形式 
 対策 1 対策 2 対策 3 対策なし 
保全面積 5ha 10ha 20ha 0ha 
景観改善の割合 5%向上 10%向上 20%向上 20%悪化 
展望台･散策道の整備 なし なし あり なし 
あなたが支払う寄付金 年間 500 円 年間 3,000 円 年間 5,000 円 年間 0 円 
 ↓ ↓ ↓ ↓ 
最も良いと思う対策に○
を付けてください 
1 2 3 4 





モデル化し、農村景観に対する WTP を導く。受益者の景観に対する WTP を聞き出すこ
とによって価値を評価する。 
個人 i は、選択外オプションを含めた選択肢集合 C に含まれる選択肢 j について、以下
のような効用 Uij を得る。 
 
ijijij VU  
数式 ３-１ 効用関数 
 
ただし、Vij は選択肢を構成する属性により決定する観測可能な確定効用（deterministic 
utility）、εij は分析者からは観測不可能な確率項（random utility）である。個人 i は、
選択肢 C=  {1, 2, … , J}の中から最も高い効用をもたらす選択肢 j を選択する仮定する。 
 
CkalljUU ikij  




選択肢集合 C から選択肢 j を個人 i が選択する確率 Pi（j | C）は、次のように表される。 
ikijikijikiji VVPrUUPrCjP |  
数式 ３-３ 選択確率 
 
確率項εij とεiｋ が Gumbel 分布（第一種極値分布）にしたがうと仮定すると、確率項




















数式 ３-４ 確率関数 
このとき、数式 ３-５で示す対数尤度関数の値を最大化することによって未知のパラメ
ータβを求めることができる。ただし、Vij は、効用関数、βは未知のパラメータ、Xij 個
人 i の選択肢 j を選択するときの属性変数（線形関数）である。属性変数 Xij は全体で K











数式 ３-５ 対数尤度関数 
 
CE における WTP の推計には、選択肢 Vi （i：1 = 対策案 1、2 = 対策案 2、3 = 対策
案 3、4 = 対策なし）について、数式 ３-６の（1）～（4）のような線形効用関数を仮定
した条件付きロジットモデルを用いた。 
ここで、X1j は提示された保全面積、同様に X2j は景観の改善度、X3j は展望台・散策道
の整備の有無を表すダミー変数（整備する = 1、整備しない = 0）、X4jは年間 1 世帯当た
りの寄付金額であり、β1～7は推定係数である。ASC1～3は選択肢固有定数項であり、ASC1
（ASC2、ASC3）は対策案 1（2、3）のとき 1、それ以外のとき 0 となるダミー変数であ





154143132121111 ASCXXXXV  (1) 
264243232221212 ASCXXXXV  (2) 
374343332321313 ASCXXXXV  (3) 
4443432421414 XXXXV  (4) 
数式 ３-６ 効用関数 
 
４． アンケート調査の実施 




肢の異なる 2 つのバージョンのアンケートを地区毎に均等配布した。600 部を郵送した結
果、232 部の有効回答を得ることができた（有効回答率 39%）。 
表 ３－１６ アンケートの概要 
実施期間 2007 年 3 月 1 日～3 月 15 日 
対象 呉市住民 
方式 自宅郵送方式（郵送先は選挙人名簿より地域別に無作為抽出） 
発送数／回収数（回収率） 600 部／232 部（39%） 


















































































































































































































図 ３-８ 柑橘類などの栽培について（島嶼部） 
 




































































図 ３-１１ 今後の段々畑の利用について（都市部） 
（５） 段々畑保全についての意識 
 「段々畑を守り、将来に残していく必要がある」「できる限り将来に残していった方がよ
い」が、都市部で 71 %、島嶼部で 59%と段々畑の保全の重要性については共通認識を持
っていることが明らかになった。しかし、「条件のよい農耕地だけを残し、生産の効率性を






























































５． WTP の算出結果 
 抵抗回答を排除し、条件付きロジットモデルによる推計を行った。推計結果は表 ３－１
７に示すとおり各係数の推定値の t 検定の結果、保全面積が 5 %水準、景観改善度および












が必要である。モデル全体の適合度としては、Adj - ρ2（自由度調整済み McFadden の疑
似決定係数）が 0.22155 であることから123、適合度は高いといえる。 
 MWTP は、段々畑の面積 1 ha あたり 82.4 円、景観の改善度 1 %あたり 106.1 円と算出
された。また、展望台・散策道の整備に対しては、2,086.9 円であった。シナリオにおい
て保全地区が最大 30 ha 設定された場合の額は 2,471.2 円となる。また保全対策の結果、
景観が最大 30 %改善された場合の評価額は 3,181.5 円となる。さらに、アンケートのサン
プルが呉市全世帯を代表していると仮定して、推計値に世帯数 111,055（2007 年 3 月末）
を乗じると、それぞれ 2 億 7,500 万円、3 億 5,405 万円、2 億 3,225 万円となる。また、
呉市島嶼部における農村景観の評価額は、1ha あたりの評価額 82.4 円および経営耕地面積
約 1、500ha に対し段々畑の割合が 70%と仮定して算出すると 96 億 2,507 万円となった。
呉市島嶼部の農業生産額 10 億 8,000 万円（2004 年）と比較すると、農村景観の価値が高
く評価されたことが明らかになった。 
 段々畑の保存については、70 %の回答者が将来残していく必要があると答えた。また、
                                                   











表 ３－１７ 推計結果 
属性 単位・定義 推定値 t 値 
保全面積 1 ha あたり 0.0338359 4.4294500** 
景観の改善度 100 %あたり 4.356240 5.845900** 
展望台・散策道の整備 あり（1）/なし（0） 0.857255 5.903300** 
寄付金額 1,000 円/世帯・年間あたり -0.410771 -5.486680** 
定数項 1 対策 1 の選択肢固有定数項 0.897917 2.745040* 
定数項 2 対策 2 の選択肢固有定数項 0.815938 2.430980* 
定数項 3 対策 3 の選択肢固有定数項 0.279502 0.683753 
観測値数 524  
初期対数尤度 -720.8731 
最大対数尤度 -558.6468 
Adj -ρ2 0.22155 
**、* t 検定（両側）において、それぞれ 1%、5%水準で 0 と有意差が認められたことを
示す。 
表 ３－１８ 支払意志額の試算値（限界支払意志額） 
属性 単位 支払意志額（年間・世帯） 
保全面積 1 ha あたり 82 円 
景観改善度 1 %あたり 106 円 
展望台・散策道 設置あり 2,087 円 
表 ３－１９ 支払意志額の試算値 
評価対象 支払意志額（年間・呉市全世帯） 
保全面積 30 ha（年間） 2 億 7,500 万円 
景観 30 %改善（年間） 3 億 5,405 万円 
展望台・散策道設置（年間） 2 億 3,224 万円 


















































































の 1970 年頃には、広島県の大崎上島や呉市、愛媛県の大三島、岡村島、今治市など 5 市



















































































































































































下蒲刈 蒲刈 豊浜 豊 
87 304 6 
130 455 9 













41.7 23.4 12.2 
電気機械 精密機械 通信･放送 



































掛け合わせて最終需要額 2,739 百万円を算出した（表 ３－２２）。 
次に、広島県の「平成 16 年広島県簡易延長産業連関表」を使用して経済波及効果を算
出した。経済波及効果は、総額で 4,525 百万円となり、内訳は直接効果が 2,787 百万円、
直接効果の原材料需要による 1 次効果が 1,029 百万円、家計の所得増加にともなう消費増
加による 2 次効果が 708 百万円となる。直接効果に対する波及倍率は、1.62 倍であった。 
生産誘発額を産業別にみると、「運輸」が 1,624 百万円と最も影響が大きく、経済波及
効果全体の 36 ％を占める。また、これに続く産業としては、「対個人サービス」が 818 百
万円、「商業」が 422 百万円となり、旅行・観光に直接関係のある産業を中心に、経済効
果が幅広く波及していることがわかる。付加価値誘発額130としては、総額で 2747 百万と
なり、呉市の総生産（2007 年度）の 1 兆 2,364 億円と比較すると、その 6.1 %を占める。 
経済波及効果による雇用効果については、368 人となった。この結果は、2000 年の呉
市従業者総数である 95,635 人の 0.38 %にあたる。 
表 ３－２２ 直接効果（百万円・率） 
県内最終需要増加額（生産者価格）＝直接効果 2,787.5 
中国地方消費転換率（2004 年-2006 年平均値） 0.601273 
資料：広島県産業連関分析ツールより算出 
 表 ３－２３ 経済波及効果（百万円・人） 
種別 直接効果 一次波及効果 二次波及効果 合計（総合効果） 
生産誘発額 2,787.5 1,029.6 708.0 4,525.1 
粗付加価値誘発額 1,612.2 647.8 487.2 2,747.2 
雇用者所得誘発額 946.5 305.8 181.6 1,433.8 
就業誘発者数 244 74 50 368 
雇用誘発者数 211 62 42 315 
資料：広島県産業連関分析ツールより算出 
                                                   
129 国土交通省総合政策局観光経済課『旅行・観光産業の経済効果に関する調査研究Ⅶ 旅







































































より、呉市住民の農村景観への WTP の推計値を算出した。農村景観の MWTP は、段々











































（表 ４－１）、2008 年度の一般廃棄物の排出量は、生活系ごみが 3,297 万トン、事業系ご
みが 1,328 万トンで、そのうち生ゴミなどの食品廃棄物が 1,642 万トンである。一方、産
業廃棄物の排出量は約 4 億 400 万トンで、そのうち下水汚泥、家畜排泄物などの有機性廃
棄物が 3.2 億トンと最も多くなっている133。その他にも、主に農林業から発生し、利用さ
れずに廃棄されている有機性資源やエネルギーとしての利用を考えて栽培された資源作物
が存在する。有機性廃棄物の再生利用の状況は、自然還元率 27%、再生利用率 17 %、減




                                                   
132 ビニールの野焼きは「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」によって禁止されている。 




































表 ４－１ バイオマスの賦存量（2007 年） 








家畜排泄物 8,700 万トン 堆肥利用：約 90% 
食品廃棄物 1,948 万トン 
家庭系1,120万トン 
事業系 829 万トン 
堆肥･飼料利用：10%、
焼却･埋め立て：90% 
廃棄紙 3,700 万トン 素材原料、エネルギー
等への利用：60% 
黒液135 7,000 万トン ほとんどがエネルギ
ー利用（主に直接焼
却） 
下水汚泥 8,000 万トン 建設資材・堆肥利用：
70%、埋め立て：30% 
製材工場など残材 440 万トン エネルギー・製紙原
料：95% 
































































14,191 487 2,117 515 3,550 
13,470 486 2,054 468 674 
105 0 2 10 106 
375 1 6 13 797 

















表 ４－３ 食品廃棄物等を食品循環資源として再生利用した用途別実施量（2010 年度、
千トン） 
区分 計 食品リサイクル法で規定している用途への実施量 その他 








食品製造業 13,938 13,470 2,180 10,419 520 307 37 7 468 
食品卸売業 116 105 50 38 1 17 0 - 10 
食品小売業 388 375 121 173 14 64 2 0 13 
外食産業 265 241 98 79 7 55 2 0 23 


























138 富山グリーンフードリサイクル株式会社 http://www.tgfr.net/ 
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表 ４－４ 中国四国地域における農林水産業の有機性廃棄物の活用事例 























NPO 法人 IINE OASA 菜の花プロジェクト実施。廃食油回収による
BDF 製造。 












































































ha t t ha t t ha t t ha t t ha t t 
呉市 825 9,900 8,600 57 1,380 1,120 27 484 431 42 717 628 3 36 27 
三原市 197 2,040 1,680 4 68 51 14 262 198 1 23 15 3 51 36 
尾道市 791 12,600 10,800 50 1,450 1,280 238 4,940 4,300 30 567 508 136 1,970 1,720 
江田島市 177 1,710 1,210 17 267 178 13 256 195 4 46 33 24 281 228 































図 ４-２ 農産物残さの主な処理方法別農家数割合（全国） 
資料：統計局『持続的生産環境に関する実態調査（2003 年度）』 
































































を原油換算で 309 k リットルとした。現在、下水汚泥、生ゴミ、家畜排泄物の年間賦存量
について、全量をメタン発酵することによる年間エネルギー回収ポテンシャルは、原油換
算で 395 k リットルである。これは、年間原油輸入量 2 億 4,900 万 k リットル（2005 年）
の約 1.2 %に相当し、774 万 t-CO2の温室効果ガス削減が見込まれる141。 










（万 k ﾘｯﾄﾙ/年） 
家畜廃棄物 8,900  30.0  60  16.0  160  
食品残渣 2,200  130.0  60  17.2  172  
下水汚泥 7,500  14.0  60  6.3  63  

















































































































 本節では、中国経済産業局による 2007 年度「バイオマス等未活用エネルギー事業調査
事業」の一環として行われた、A 社142のミカン残渣によるバイオガス発電の実証実験のデ
ータを基に、メタン発酵によるバイオガス化の有効性について検証した。 








廃棄される量より年間 360 トン（総生産量の約 4 %）143とした。また、投入するグリセリ
ンは 36 トン（ミカン残渣の 10 %）とした。ミカン残渣投入量およびメタンガス生成量は、
柑橘の収穫時期（10 月～5 月）に集中するため、月ごとにばらつきが生じるが、1 トン当
たりのメタン生成量から年間生成量を割り出した。 
1 日当たりのメタンガスの発生量は、ミカン残渣の場合、61.5 Nm3/トン-wet、グリセリ
ンの場合、500 Nm3/トン-wet となり、年間のメタンガスは 40,140 Nm3と算出された。生
成したメタンガス全量をガス発電に利用した場合、年間発電量は 68,238 kW/年となる144。
消費電力 32,760 kW/年を差し引いた余剰電力は、35,478 kW/年となる。 
一方、メタン発酵によって年間約 360 トンの消化液が排出される。消化液は、高濃度の
窒素分（アンモニア性窒素）を含むため、環境中にそのまま排出することができない。そ




143 大長選果場における入荷量約 5,000 トンおよび廃棄量 180 トンから割合を算出した。 
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して 55,000 千円を計上し、地域バイオマス利活用交付金145の利用により総費用の 50 %を
事業者側が負担するとした。また、ランニングコストは、建設費年間負担料1463,025 千円、
メタン発酵層に投入する薬品類費用（消石灰）14 千円、撹拌稼働用電力費用 955 千円、
希釈に使用する水道水費用 25 千円、保守点検費用 500 千円を計上すると年間 4,530 千
円となる（表 ４－９）。 
一方、事業実施による利益は呉市における事業廃棄物の処理費 105 円/kg から算出する










                                                   
145 バイオマスタウン構想の実現など、バイオマス利活用事業を具体的に進めるための計
画策定や施設整備等について、最高 2 分の 1 まで事業費が補助される制度である。 





































ムによる環境効果は、温室効果ガスの年間総排出量 2330.7 tCO2/年の削減となる。 
表 ４－９ メタン発酵システムの費用（単位：千円、千円/年） 
イニシャルコスト 
建設費 50,000  
浄化設備 5,000  
補助金 -27,500  
合計 27,500  
ランニングコスト 
建設費年間負担料147 3,025  
薬品（消石灰） 14  
電気 955  
水道 25  
保守点検 500  
合計 4,530  
表 ４－１０ バイオガス発電システムによる利益（単位：千円/年） 
廃棄物処理費用削減分 3,780  
電気料削減分 426  
合計 4,206  
表 ４－１１ バイオガス発電システム関わる排出係数一覧 
項目 排出係数 単位 
二酸化炭素（CO2）の発生 
電気事業者ごとの実排出係数（中国電力） 0.728 kg-CO2/kWh 
一酸化二窒素（N2O）の発生 
産業廃棄物の焼却に伴う排出（下水汚泥） 1.09 kg-N2O/t-N 
農作物の栽培に使用された肥料からの排出（果樹） 9.74 kg-N2O/t-N 
メタン（CH4）の発生 







                                                   







表 ４－１２ メタン発酵システムの温室効果ガス削減効果（単位：tCO2/年） 
電力削減分 35,478 kW/年 25.8  
化学肥料削減分 360 t/年 1,087.0  
埋め立て処分削減分 360 t/年 1,217.8  







化したものである。ペレットの形状は直径 6～9 mm 程度、長さ 10 ～ 25 mm 程度の円筒
形で、原料となる木材種や使用部位によりホワイトペレット、バークペレット、全木ペレ
ットに分けられる。生成物は主にボイラーやストーブの燃料として使用され、燃焼による
発熱量は約 4,500 Kcal/kg とされている（表 ４－１３）。 
表 ４－１３ ペレットの発熱量 
 発熱量 単位 
ペレット 4,500 kcal/kg 







































 75 kW/h 









14,286 千円、運転電力費用に 4,292 





















埋め立て処分削減分 1,500 トン、および、地球温暖化係数を掛け合わせて、CO2 削減量
4,756.5 tCO2/年を算出した。 
②については、表 ４－１３のペレットの発熱量をもとに、ボイラーの A 重油の代替燃
















建設費年間負担料150 14,286  
電力151 4,292  
保守点検 500  
原料収集 500  
合計 19,578  









                                                   
149 ペレットを燃焼した場合の熱量を A 重油の使用量に換算。 




表 ４－１７ ペレット製造システム関わる排出係数一覧 
項目 排出係数 単位 
二酸化炭素（CO2）の発生 
電気事業者ごとの実排出係数（中国電力） 0.728 kg-CO2/kWh 









表 ４－１８ ペレット製造による温室効果ガス削減効果（tCO2/年） 
ペレット製造消費電力 306,600 kW -191.1  
A 重油使用削減分 584,100 リットル 431.6  
埋め立て処分（木くず）削減分 1,500 t 4,756.5  

































































                                                   
152 立花敏「木材産業の地域経済への貢献－マレーシアの事例」『アジアにおける森林の消
失と保全』中央法規、2003、pp.202-218 
153 Millennium Ecosystem Assessment（横浜国立大学 21 世紀 COE 翻訳委員会翻訳）『ミ
レニアムエコシステム評価 生態系サービスと人類の将来』オーム社、2007、 pp.24-25 
154 Deramakot Forest Reserve. Implementation of Reduced Impact Logging （RIL） in 
Sabah、2007 
155 フタバガキ科 Selangan batu 種の 2002 年 DFR 平均価格：645 RM/m3、サバ州輸出










ーシア全土では 44.8 %、サバ州では 57.5 %が森林に覆われており、東南アジア諸国でも
っとも森林率の高い国となっている。 
サバ州における土地利用は、360 万 ha の永久保存林（Permanent Reserved Forest、
PRF）156に次いで、天然ゴム・ヤシ油・ココアなどの農園が占める。PRF のうち生産林
（Production Forest）では、持続的森林管理（Sustainable Forest Management、 SFM）
による生産活動が推進されている。また、保護林では生産活動が一切行われず、土壌・水
保全や生物種の保護、研究・教育などを促進するための措置がとられている。その他、生
物多様性保護を目的に、27 万 ha の国立公園・野生鳥獣保護区が設けられている。これら
の地区では、土地利用の転換を厳しく規制している。 
しかしながら、1990 年から 2006 年の間に半島マレーシアでは、森林が 630 万 ha から
589 万 ha に減少、サバ州では 444 万 ha から 430 万 ha に減少した。特にアブラヤシ農










の政策は、1992 年に ITTO の枠組みに沿った形に改定され、植林、生物多様性と遺伝貿
源の保全、地域住民の役割などを含む持続的森林管理への取り組みがより重視されるよう
                                                   
156 サバ州の PRF は、7 つのクラスに分類されている（Class I：Protection Forest、Class 
II：Commercial Forest、Class III：Domestic Forest、Class IV：Amenity Forest、Class 







ITTO の基準と指標による森林管理のモデルケースとして、サバ州の DFR では、RIL





表 ５－１ マレーシアの森林面積および土地利用の分布（100 万 ha） 




森林面積 森林面積割合（%） アブラヤシ 農園 
天然ゴム 
農園 保護林 生産林 合計 
2007 2007 2007 2007 1990 2007 1990 2007 1990 2007 1990 2007 
半島ﾏﾚｰｼｱ 13.16 2.09 2.83 4.92 0.58 6.30 5.89 47.87 44.76 1.70 2.37 1.54 1.04
ｻﾊﾞ州 7.48 0.61 2.99 3.60 0.27 4.44 4.30 60.24 57.49 0.28 1.26 0.09 0.07
ｻﾗﾜｸ州 12.32 0.00 6.00 6.00 0.50 8.71 8.06 70.64 65.42 0.05 0.61 0.21 0.16
合計 32.86 2.70 11.82 14.52 1.35 19.45 18.25 59.19 55.75 2.03 4.24 1.84 1.27
資料：Ministry of Plantation Industries and Commodities. http://www.wildlife.gov.
my/、Sabah Wildlife Department. http://www.sabah.gov.my/jhl/、Department of Wil
















半島マレーシア サバ州 サラワク州 合計
 
図 ５-１  アブラヤシ農園面積の推移 
資料：Malaysian Palm Oil Board（2007） 
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図 ５-２ 各国の油脂消費量の推移 


























法により評価が可能となる。CVM や CA 手法がこの手法に分類される。 
 
表 ５－２ 森林生態系機能と適用可能な経済的評価手法 























































資料：JICA（2002）. The Study on Critical Land & Protection Forest Rehabilitation at 








れ、Javanese carp、Grass carp、Catfish などの漁獲高として 1.45 RM/ha/年、0.36 RM/ha/
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年と算出された159。また、生産林においては、White Seraya、Yellow Seraya、Oba Suluk、















数式 ５-１ 光合成の化学式 
 
このことから、森林によって吸収される CO2 の価値は、温室効果ガスとしての CO2 の
削減費用として計上される。 
セルロースの年間生産量は、マレー半島における生産林の場合 12 トン/ha/年、天然林
の場合 11 トン/ha/年となる162。数式 ５-１を用いて CO2 の重量比を計算すると、264 と
なる。CO2の重量比およびセルロースの年間生産量より、CO2の年間排出量は生産林の場
合は 17.6 トン/ha/年、天然林の場合は 16.13 トン/ha/年となる。CO2 の市場価格 110.03 
RM163/t164から地球温暖化緩和機能の価値を計算すると、生産林では 1,936 RM/ha/年、天
然林では 1,775 RM/ha/年と算出された。 
 
 
                                                   
159 Department of Fisheries Sabah. Statistic of Agriculture, Livestock and Fisheri
es Sector, Sabah, 1994 
160 Sabah Forestry Department. Annual Report 2001, 2000 
161 MINISTRY OF PLANTATION INDUSTRIESAND COMMODITIES, MALAYSI
A. Statistics on Commodities 2007, 2008 
162 JICA The Study on Critical Land & Protection Forest Rehabilitation at Tonda
no Watershed in Indonesia、2002、Table L.3.4 
163 マレーシア通過リンギット（Ringgit）。 
164 海外投融資情報財団『排出権取引プラットフォーム』http://www.joi.or.jp/carbon/、20
08 年 8 月価格 
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表 ５－３ 地球温暖化緩和機能の評価結果 
 項目 値 単位 算出方法 




天然林（標高 600m） 11 トン/ha/年 
g 日経・JBIC 排出量取引参考気配** 3,667.50 円/t 2008 年 8 月価格 
h CO2の市場価格 110.03 RM/トン  
i CO2の分子量 264.00  (6CO2)=6*(12+16*2) 
j CO2 の年間排出
量 
生産林 17.60 トン/ha/年 (i/c)*e 
天然林 16.13 トン/ha/年 
 地球温暖化緩和機能
の評価額 
生産林 1,936 RM/ha/年 b*f+g*j 








算する。1 件の洪水発生にたいして、①水道設備の復旧費用 1,094 RM、②住宅の復旧費用
2,280,000 RM、③道路の復旧費用 5,909,760 RM により算出した。①から③の加算値に、
洪水の年間発生回数0.2 件/年165、土壌浸食・洪水の推定削減率（天然林0.44、生産林0.11）、








                                                   
165 Dartmouth Flood Observatory. Global Flood Detection, Mapping, and Measure
ment. http://www.dartmouth.edu/~floods/index.html 
166 JICA The Study on Critical Land & Protection Forest Rehabilitation at Tonda
no Watershed in Indonesia、2002、Table L.3.1 
167 DSMS（2004）. Yearbook of Statistics Sabah 2003、 DASM（2002）. Agricultural 
Statistics of Sabah 2000-2001、 MPIM（2001）.Statistics on Commodities 2001 
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表 ５－４ 土壌浸食防止機能・洪水防止機能の評価額 
 項目 値 単位 算出方法 
a 流域における集中豪雨の発生回数* 0.30 件/年 1985-2005 年平均（サ
バ州） 
b 流域の裸地率 0.03   
c 洪水によって被害を受けた水道設備** 0.03 設備/件  
d 水道設備復旧費用** 36,480.00 RM/設備  
e 洪水によって被害を受けた被害住宅数** 20.00 軒/回  
f 平均住宅面積** 250.00 m2/軒  
g 平均住宅建設費** 456.00 RM/m2  




j 農地の土壌維持量** 27.00 kg/日/ha  
k 土壌維持量*** 天然林 15.00 kg/日/ha  
生産林 24.00 kg/日/ha 
l 土壌浸食・洪水の推定削減
率*** 
天然林 0.44  (j-k)/j  
生産林 0.11  
A 評価額 天然林 20,802.17 RM/年/ha (a*(c*d+e*f*g+h*i))*l/
b 生産林 5,200.54 RM/年/ha 






天然ゴム 7.50 1,147.20 0.71 
ココア 7.50 1,535.43 4.99 
アブラヤシ 7.50 4,303.17 1.57 
 
B 評価額 天然林 290.44 RM/年/ha (a*m1*m2*m3)*l/b 
生産林 72.61 RM/年/ha 
資料：*” Global Flood Detection, Mapping, and Measurement" http://www.dartmout
h.edu/~floods/index.html、** JICA “The Study on Critical Land & Protection Fores
t Rehabilitation at Tondano Watershed in Indonesia” 2002、***太田誠一「東南アジア
接待林の土壌生態-森林伐採と土壌」『日本学術会議シンポジウム 世界の土壌資源の現状











合 0.000123 m3/s/ha、生産林の場合 0.000137 m3/s/ha、農地の場合 0.000028 m3/s/ha と
なる。 
表 ５－５ 水資源涵養機能の評価額 
 項目 値 単位 算出方法 
a 雨 水 浸 透
力* 
天然林 60.00 %  
生産林 45.70 %  
農地 9.40 %  
b 年 間 降 水
量** 
天然林 2,400.00 mm/年 キナバル公園周辺 
生産林 3,500.00 mm /年 DFR 周辺 
農地 3,500.00 mm /年 DFR 周辺 
c 地 下 水 涵
養量 
天然林 14,400.00 m3/年/ha (a/100)*b 
生産林 15,995.00 m3/年/ha 
農地 3,290.00 m3/年/ha 
d 地下水の河川流出率* 27.00 %  
e 地下水の河川流
出量 
天然林 0.000123 m3/s/ha (c*(d/100))/(365*24*60*6
0) 生産林 0.000137 m3/s/ha 
農地 0.000028 m3/s/ha 
f 灌漑ダムの建設費用* 8,417,760.00 RM/m3/S  
g 灌漑ダムの平均原価償却期間* 20.00 年  
h 平均割引率* 0.16   
i 灌漑ダムの平均原価償却費用* 1,419,799 RM/m3/S/年 f*h*(1+h)g/((1+h)g-1) 
j 灌漑ダムの年間平均 O&M 費用 14,198 RM/m3/S/年 i*(1/100) 
 評価額 天然林 176.79 RM/年 e*(i+j)  
生産林 196.38 RM/年 
農地 40.39 RM/年 
資料：* JICA、 “The Study on Critical Land & Protection Forest Rehabilitation at 
Tondano Watershed in Indonesia” 、 2002 、 **Department of Agriculture 、 
Sabah、 ”Agricultural Statics of Sabah 2000-2001” 
 
次に、同等の貯水能力を持つ潅漑ダムの建設費用と維持費用を算出する。灌漑ダムの減
価償却費用は、平均的な建設費用 8,417,760  RM/m3/ha、灌漑ダムの平均原価償却期間
20  年、平均割引率 15 %を用いて計算すると、1,419,799 RM/m3/S/年と算出された。ま
た、維持管理費用は、原価償却費用の 1 / 100 であると仮定して求めると、14,198  
RM/m3/S/年となる168。 
灌漑ダムの減価償却費用と維持費用を用いて計算すると、天然林 177 RM/ha/年、生産
                                                   
168 Department of Agriculture, Sabah、2002  
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表 ５－６ 水質浄化機能の評価額 
 項目 値 単位 算出方法 
a 汚染物質流出量（kg/ha/日）* 浮遊物質（SS） 総窒素量 （T-N） 総リン量（T-P） 
天然林（a-1） 15.00 2.00 0.31 
生産林（a-2） 24.00 3.20 0.49 
農地（a-3） 27.00 3.60 0.55 
 
b SS 削減量 天然林 12.00 kg/ha/日 (a-3)-(a-1) 
生産林 3.00 kg/ha/日 (a-3)-(a-2) 
T-N 削減量 天然林 1.60 kg/ha/日 (a-3)-(a-1) 
生産林 0.40 kg/ha/日 (a-3)-(a-2) 
T-P 削減量 天然林 0.24 kg/ha/日 (a-3)-(a-1) 
生産林 0.06 kg/ha/日 (a-3)-(a-2) 
c 水質浄化費用** SS 0.0152 RM/kg  
T-N 0.02 RM/kg  
T-P 22.80 RM/kg  
 評価額 天然林 29,692.90 RM/ha/年 b*c*356 
生産林 7,240.19 RM/ha/年 
資料：*太田誠一「東南アジア接待林の土壌生態-森林伐採と土壌」『日本学術会議シンポジ
ウム 世界の土壌資源の現状と問題点』2000、pp.3-17、**JICA、 “The Study on Critical 
Land & Protection Forest Rehabilitation at Tondano Watershed in Indonesia”、 2002 
 
裸地化した農地からの SS、T-N、T-P 流出量を基準として169、天然林と生産林の SS、
T-N、T-P 削減量を算出した。SS、T-N、T-P の水質浄化費用は、それぞれ 0.015 RM/kg、
0.02 RM/kg、22.8 RM/kg である170。農地と比較した場合の汚濁物質削減量分の浄化費用
                                                   
169 太田誠一「東南アジア接待林の土壌生態-森林伐採と土壌」『日本学術会議シンポジウム 
世界の土壌資源の現状と問題点』、2002、pp.3-17 
170 JICA. The Study on Critical Land & Protection Forest Rehabilitation at Tondano 
Watershed in Indonesia. 2002、Table L.3.2 
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表 ５－７ レクリエーション機能の評価額 
 項目 値 単位 
a 外国人のキナバル公園への平均交通費用* 2,384.00 $/人/回 
b 外国人のキナバル公園への平均往復日数* 4.72 日/回 
c 外国人のキナバル公園での平均滞在日数* 3.00 日/回 
d 外国人のキナバル公園での平均宿泊費用* 62.50  $/人/日 
e 外国人の平均機会費用** 119.60 $/人/日 
f マレーシア人のキナバル公園への平均交通費用* 42.92  $/人/回 
g マレーシア人のキナバル公園への平均往復日数* 0.45 日/回 
h マレーシア人のキナバル公園での平均滞在日数* 2.10 日/回 
i マレーシア人のキナバル公園での平均宿泊費用* 12.84  $/人/日 
j マレーシア人の平均機会費用** 21.70  $/人/日 
k キナバル公園の外国人訪問者数*** 42,090.00  人/年 
l キナバル公園のマレーシア人訪問者数*** 137,483.00 人/年 
m キナバル公園の天然林面積  68082.00  ha 
 評価額 8084.9 RM/ha 
資料：* Questionnaire survey in Kinabalu Park、 Sep.-Oct. of 2004、**International 
Labor Office、 "Labor cost in manufacturing"、http://laborsta.ilo.org/、***Statistic of 
Kinabalu Park、 2004 
 
 旅行費用を求めるために、2004 年 9 月～10 月、キナバル公園への観光客を対象にアン
ケート調査を実施した。サンプル数は外国人 97、マレーシア人が 76 である。外国人およ
びマレーシア人のキナバル公園への訪問に費やした往復時間と滞在日数より機会費用を算
出した。それにキナバル公園での宿泊費用と交通費用を加算した値を旅行費用とした。平
均的年間旅行費用総額をキナバル公園面積 68,082 ha で割ると、経済価値 8,085 RM/ha/
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個人 i が選択肢 j を選択する確率 Pij は、数式 ５-２で示す条件付きロジットモデルによ
って表すことができる。WTP の推計には、選択肢 Vi （i：1 = 対策案 1、2 = 対策案 2、




















数式 ５-３ 効用関数 
2121111 XXV  (1) 
2221212 XXV  (2) 
2321313 XXV  (3) 
数式 ５-４ 効用関数 
ここで、X1j は保護地区の割合 （%）、 X2j は寄付金額 （RM）、β1 とβ2は推定係数で
ある。MWTP は、－β1／β2によって求める。 
2006 年 8 月～10 月、キナバル公園周辺農村（Ranau）において、住民アンケートを実
施した。公園の研究スタッフが各世帯にアンケート用紙を配布し、後日回収した（回答者
                                                   
171 K. Kitayama、 Actual Vegetation of Mount Kinabalu Park、1991 






ったものである。推定値の t 検定を行った結果、保護地区割合が 1 %水準、寄付金が 10 %
水準で、統計的に 0 との有意差が求められた。各係数は保護対策案の賛否に影響を及ぼし
ているといえる。また、Adj -ρ2 はモデルの適合度（自由度調整済み McFadden の疑似決
定係数）を表す指標であり、Hensher and Johnson（1981）によれば、この値が 0.2～0.4
を超えれば適合度が高いとされる174。推計係数から求めた MWTP は 567 RM/%/年となっ
た。キナバル公園の総面積 68,082 ha から 1 ha 当たりの価値を計算すると、0.8328 RM/
年となる。キナバル公園周辺の Ranau 地域を母集団とし、MWTP に世帯数 19,513 を掛
け合わせると、生物多様性保全機能の経済価値は、16,250.8 RM/ha/年という結果となっ
た。 
表 ５－８ 生物多様性機能の評価結果 
 推定値 信頼度 
保護地区割合 （β1） 0.253344 >0.99 
寄付金額 （β2） -0.02633 >0.9 
Adj -ρ2 0.40232   
８． 結果の考察 


















                                                   




表 ５－９ 森林生態系機能の 1ha 当たりの年間評価額 
機能 
評価額（RM/ha/年） 
天然林 生産林 農地 
物質生産機能 1.45 1,320 49,495 
地球温暖化緩和機能 1,162  1,267  対象外. 
土壌浸食防止・洪水防止機能 21,391  5,348  対象外. 
水資源涵養機能 167  186 38 
水質浄化機能 29,693 7,240 N.A. 
レクリエーション機能 8,085 N.A. N.A. 
生物多様性保全機能 16,250 N.A. N.A. 
第４節 森林認証プロジェクトの費用便益分析 
１． 評価の概要 























図 ５-３ 費用便益の計算フロー 
２． 評価の方法 
費用便益分析を行うための数式 ５-５は、環境的便益および費用を含めた NPV の算出
式である。森林認証プロジェクトの場合、Bd は木材生産によって得られる直接的便益、










どの生産費用、Cp は環境保全対策費用、Ce は環境的費用として評価した。 
epded CCCBBNPV  
数式 ５-５ NPV 算出式 
 
プロジェクト実施年数が n 年の場合の NPV は数式 ５-６で算出される。t 年度の NPV
は、t 年度の費用と便益を割引率 r で割り引いた値となる。初年度から n 年度までの NPV








数式 ５-６ NPV 算出式 
 
３． 評価結果 
 表 ５－１０に示すのは、DFR における森林管理費用である。SFD は FSC の認証機関
の一つである SGS （Société Générale de Surveillance） に、1997-2005 年までの 9 年
間に 105,000 RM/年の認証手続き費用を支払っている175。伐採費用は、管理、道路建設・
整備、保全費用を含む。1995-2002 年までの総伐採費用 22,263,063 RM から平均費用
2,782,883 RM/年を算出した。施行経費とは、樹木の成長に悪影響をおよぼす竹やつる植
物の除去作業を行うための費用である。1996-2001 年までの総施行経費 1,362,884 RM か
ら平均費用 337,724 RM/年を算出した。リハビリテーション費用とは、育苗および強化植
林を行うための費用である。1996-2001 年までの総費用 2,970,529 RM から平均費用
452,088 RM/年を算出した。 
 認証材による販売収入（Bd）は、プロジェクト開始から 5 年目より発生するとする。認
証木材販売による年間便益は、1995-2002 年の DFR の総収入 26,174,052 RM から平均収
入 3,271,756 RM/年を算出した。 
表 ５－１１は、サバ州における森林機能の評価額をもとに算出したDFRのBeである。
保護林 307 百万 RM/年、生産林 785 百万 RM/年より総便益は 1,092 百万 RM/年と算出さ
れた。 
DFR の森林管理費用（Cd、Cp）、認証材による販売収入（Bd）、認証プロジェクトの環
                                                   
175 DFR は、SGS の基準に基づいた QUALIFOR プログラムやマレーシア独自の基準・指
標（Malaysia Criteria, Indicator and Standards of Performance for Forest Management 
Certification、MC&I）に基づいて管理されている。MC＆I は、天然熱帯林における持続
的経営のための ITTO の基準・指標を基本とする 7 基準・64 指標からなる。 
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境的便益（Ce）の結果より、認証プロジェクトの NPV を数式 ５-６より算出した。プロ
ジェクト実施期間を 50 年として割引率が 5 %、10 %、15 %について計算すると、それぞ
れ 19,816 百万 RM、10,801 百万 RM、7,258 百万 RM と算出された。 
表 ５－１０ DFR の森林管理費用 
 費用（RM/年） 
伐採費用* 2,782,882.89 




Cp 合計 894,811.82 
資料： *Sam Mannan et al. “The Sabah Forestry Department Experience from 
Deramakot Forest Reserve: Five years of practical experience in certified sustainable 
forest management” Sabah Forestry Department、2002 
 
表 ５－１１ 森林認証プロジェクトの環境的便益 （RM/年） 
機能 保護林（4,000ha） 生産林（51,083ha） 
物質生産機能  5,800  67,429,560  
地球温暖化緩和機能 704,000  9,501,438  
土壌浸食防止・洪水防止機能 118,772,000  369,840,920  
水資源涵養機能  85,564,000  273,191,884  
水質浄化機能 4,648,000  64,722,161  
レクリエーション機能 32,339,733  N.A.  
生物多様性保全機能 65,003,200  N.A.  
小計 307,036,733  784,685,963  






















保護林 307 百万 RM、生産林 785 百万 RM より総便益は 1,092 百万 RM と算出された。
DFR の森林管理費用、認証材による販売収入、森林認証化プロジェクトの環境的便益の結
果より、割引率が 10 %、5 %、15 %について計算すると、それぞれ 10,801 百万 RM、19,816




































図 ６-１ 政策階層と政策評価の関係 









































































し」「やすらぎ」の 3 つの役割空間を位置付け、整備を推進するものである。 
表 ６－１ 呉市島嶼部における農業生産基盤の整備 



























































6.3 2006 年～ 90  貯水量=6,000t 
蒲刈町雁
田 




















の橋梁で結ぶ計画である。このうち大崎下島地区の 5 橋（豊島大橋（3 号橋）、豊浜大橋（4
号橋）、平羅橋（5 号橋）、中の瀬戸大橋（6 号橋）、岡村大橋（7 号橋））、および蒲刈地区











2 地区の実施面積は 325ha であり、全経営耕地面積の 21.7%にあたる。 
表 ６－２ 呉市島嶼部における中山間地域等直接支払制度の実施状況 
地区 面積 （ha） 工期 
事業費 
（万円） 基幹作物 事業内容 








281 2001 年～ 3,440 ミカン イノシシ防護柵の設置により、農産物
被害を押さえる 








                                                   






































1970 年に約 3,000 ha あった経営耕地は、2005 年には 1,500 ha と 5 割にまで減少して
いる。1970 年から 2005 年の経営耕地面積の推移より将来の面積を予測すると、2015 年










表 ６－３ 耕作放棄による社会的損失 




















































































いし、2005 年には 157 億 9,100
円にまで増加すると予測される。同様に洪水防止機能の喪失による社会的費用は、
年に 2 億 2,600 万円にまで増加し、
砂災害防止機能の喪失による社会的費用は、














































2015 年には 2 億 7,200 万円になると予測される。土
2005 年に 1 億 900 万円にまで増加し、
 
















1985 1990 1995 2000 2005 2010
3,915 7,606 11,701 14,590 15,791 17,513 18,998 
56 109 167 209 226 250 































































































会に所属する会員は 13 団体、四島に事業所を置く飲食店が 5 件、物産館・直売所店が 5 件、























                                                   





















































資料：広島県『平成 20 年広島県観光客数の動向』をもとに算出 
表 ６－５ 柑橘産業への消費を考慮した経済波及効果（百万円・人） 
種別 直接効果 一次波及効果 二次波及効果 合計（総合効果） 
生産誘発額 2,357.9 823.4 585.5 3,766.8 
粗付加価値誘発額 1,398.1 513.8 402.9 2,314.9 
雇用者所得誘発額 797.6 237.9 150.2 1,185.7 
就業誘発者数 244 61 41 347 























































                                                   
184 UNESCO " UNESCO World Heritage, Portovenere, Cinque Terre, and the Islands 
（Palmaria, Tino and Tinetto）" http://whc.unesco.org/en/list/826 




表 ６－６ 全国の農村景観・文化保全基金の事例 














































































































































































































ルコストは 27,500 千円、ランニングコストは 4,519 千円（減価償却後は 1,494 千円）、
年間利益を 4,206 千円（初年度を除く）とした。その結果、年間の費用と便益は減価償却
後にプラスに転じるものの、評価期間中の NPV は 3,722 千円の損失となる（表 ６－９の
NPV1）。つまり、費用が便益を上回るため（B – C < 0）、事業実施への意思決定には結び
つかない。 
 一方、事業実施による CO2削減分 2,309 t/年を国内クレジットとして売買した場合、評
価期間中の NPV は 62,094 の利益となる。環境費用と便益を含めた形で評価した結果、便




表 ６－７ メタン発酵システムの温室効果ガス削減効果（単位：tCO2/年） 
電力削減分 25.8  
化学肥料削減分 1,087.0  
埋め立て処分削減分 1,217.8  
合計 2,330.7  
表 ６－８ メタン発酵システムの費用（単位：千円、千円/年） 
イニシャルコスト 27,500  
ランニングコスト 4,530  
表 ６－９ ミカン残渣によるバイオガス発電事業の NPV 
年(t) ｲﾆｼｬﾙｺｽﾄ(C) ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ(C) 利益(B) B-C NPV1 NPV2 
1 27,500 0 0 （27,500） （25,000） （25,000） 
2 0 4,519 4,206 （313） （313） 3,183 
3 0 4,519 4,206 （313） （313） 3,183 
4 0 4,519 4,206 （313） （313） 3,183 
5 0 4,519 4,206 （313） （313） 3,183 
6 0 4,519 4,206 （313） （313） 3,183 
7 0 4,519 4,206 （313） （313） 3,183 
8 0 4,519 4,206 （313） （313） 3,183 
9 0 4,519 4,206 （313） （313） 3,183 
10 0 4,519 4,206 （313） （313） 3,183 
11 0 4,519 4,206 （313） （313） 3,183 
12 0 1,494 4,206 2,712 2,712 6,208 
13 0 1,494 4,206 2,712 2,712 6,208 
14 0 1,494 4,206 2,712 2,712 6,208 
15 0 1,494 4,206 2,712 2,712 6,208 
167 
 
年(t) ｲﾆｼｬﾙｺｽﾄ(C) ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ(C) 利益(B) B-C NPV1 NPV2 
16 0 1,494 4,206 2,712 2,712 6,208 
17 0 1,494 4,206 2,712 2,712 6,208 
18 0 1,494 4,206 2,712 2,712 6,208 
19 0 1,494 4,206 2,712 2,712 6,208 
20 0 1,494 4,206 2,712 2,712 6,208 
合計     （3,722） 62,702 
（３）剪定材ペレット化事業 
 果樹剪定材のペレット化事業の評価の費用便益分析を行った。事業期間を 20年として、
割引率 10 %で NPV を算出した。ペレット製造施設の建設にかかるイニシャルコストは
100,000 千円、ランニングコストは 19,578 千円（減価償却後は 5,292 千円）、年間利益
を 173,922 千円（初年度を除く）とした。その結果、年間の費用と便益は期中通じて利益
をもたらし、評価期間中の NPV は 3,385,041 千円の利益となる（表 ６－９の NPV1）。
評価した結果、総便益が総費用を上回るため（B – C >0 ）、事業実施が妥当であると判断
される。 
 一方、事業実施によるCO2削減分4,776 トン/年を国内クレジットとして売買した場合、
評価期間中の NPV は 3,521,161 千円の利益となる。環境費用と便益を含めた形で評価し
た結果、便益が費用を上回り（B – C > 0）、かつ、収益率も高いため、事業実施が妥当で
あると判断される（表 ６－９の NPV2）。したがって、CO2クレジット取引などの経済イ
ンセンティブ制度によって効果の高い事業となり得る。 
表 ６－１０ ペレット製造システムの温室効果ガス削減効果（単位：tCO2/年） 
消費電力 -191.1  
A 重油使用削減分 431.6  
埋め立て処分削減分 4,756.5  
合計 4,997.0  
表 ６－１１ ペレット製造システムの費用（単位：千円、千円/年） 
イニシャルコスト 100,000 
ランニングコスト 19,578  
表 ６－１２ 果樹剪定材のペレット化事業の NPV 
年(t) ｲﾆｼｬﾙｺｽﾄ(C) ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ(C) 利益(B) B-C NPV1 NPV2 
1 100,000  0  0  （100,000） （90,909） （90,909） 
2 0  19,578  193,500  173,922  173,922  181,418  
3 0  19,578  193,500  173,922  173,922  181,418  
4 0  19,578  193,500  173,922  173,922  181,418  
5 0  19,578  193,500  173,922  173,922  181,418  
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年(t) ｲﾆｼｬﾙｺｽﾄ(C) ﾗﾝﾆﾝｸﾞｺｽﾄ(C) 利益(B) B-C NPV1 NPV2 
6 0  19,578  193,500  173,922  173,922  181,418  
7 0  19,578  193,500  173,922  173,922  181,418  
8 0  19,578  193,500  173,922  173,922  181,418  
9 0  5,292  193,500  188,208  188,208  195,704  
10 0  5,292  193,500  188,208  188,208  195,704  
11 0  5,292  193,500  188,208  188,208  195,704  
12 0  5,292  193,500  188,208  188,208  195,704  
13 0  5,292  193,500  188,208  188,208  195,704  
14 0  5,292  193,500  188,208  188,208  195,704  
15 0  5,292  193,500  188,208  188,208  195,704  
16 0  5,292  193,500  188,208  188,208  195,704  
17 0  5,292  193,500  188,208  188,208  195,704  
18 0  5,292  193,500  188,208  188,208  195,704  
19 0  5,292  193,500  188,208  188,208  195,704  
20 0  5,292  193,500  188,208  188,208  195,704  











































































表 ６－１４ 国内排出量取引制度の事例 






























表 ６－１５ カーボン・オフセット農産物の事例 















































                                                  
192 京都議定書で対象となっている





















































の指標に基づく持続可能な森林管理が行われている。1997 年永久保存林の 55,083 ha が












現在の FELDA は、従来からの入植地や入植者の管理を行う FELDA と、関連企業を統
括する FELDA Holdings から構成されている。傘下企業数は 24 社、合弁企業数は 20 社
















 DFR 55,083 ha と同面積の森林が、
と便益を評価した。 
 一般的なアブラヤシ農園において、アブラヤシの植え替えの周期は
は、植栽後 3 年目あるいは 4 














1991 年に FELDA Plantations Sdn.Bhd.




















































加工費用などが含まれる。ここで、1 ha 当たりの初期費用は 1,915 RM/ha、管理費用は
2,611 RM/ha とした197。農園全体としては、それぞれ 105,483,945 RM、143,821,713  RM
と算出された。 
Cp は、搾油の処理水からの排出される汚染物質 SS、T-N の浄化費用より算出した。搾
油の過程において、処理水 1 リットル当たり SS は 18,000 mg、T-N は 750 mg が排出さ
れる。アブラヤシ 1 トン当たり 5 トンの処理水が使用されるとすると、SSは 330.8 kg/ha、
T-N は 13.8 kg/ha が排出されることになる198。処理水から排出される SS、T-N の浄化費
用により 17,584,691 RM が算出された。 
アブラヤシ農園からの農産物による総利益 Bd は、天然ヤシ油の 1ha 当たりの平均産出
量と平均価格から求めると、267,941,442  RM/年が求められた199。 
アブラヤシ農園プロジェクトの NPV（評価期間 50 年、割引率 5 %、10 %、15 %）は、
それぞれ 880 百万 RM、1,848  百万 RM、409 百万 RM と算出された。 










                                                   
197 リム・テック・ギー、スミタ・ガネーシャラトナム（赤嶺淳訳）「マレーシアのアブラ
ヤシ農園」『ヤシの実のアジア学』コモンズ、1998、pp.281-297 
198 Ma, A.N. Environmental management for the palm oil industry. Palm Oil Dev., 30、
2000、 pp.1-10. 









5 19,816,229,010  1,848,237,272 
10 10,800,535,735  879,525,939  

























                                                   









































































































後にプラスに転じるものの、評価期間中の NPV は 3,722 千円の損失となるため、事業実
施への意思決定には結びつかないことが明らかになった。一方、事業実施による温室効果
ガス削減分 2,309 トン/年を国内クレジットとして売買した場合、評価期間中の NPV は
62,094 の利益となる。本事業実施には、経済インセンティブ制度の整備が前提となる。 
果樹剪定材のペレット化事業は、年間の費用と便益は期中通じて利益をもたらし、評価
期間中の NPV は 3,385,041 千円の利益となる。一方、事業実施による温室効果ガス削減








農園プロジェクトの NPV（評価期間 50 年、割引率 5 %、10 %、15 %）は、それぞれ 880 







































































































































































































































































































































































































































































































































９．その他（具体的に：                          ） 
１．栽培を続けてほしい ２．栽培を続けなくてもよい   ３．どちらともいえない 
１．大いに関心がある   ２．少しは関心がある   ３．どちらともいえない 
４．あまり関心がない   ５．全く関心がない 
１．大変価値がある        ２．価値がある     ３．どちらともいえない 
４．あまり価値があるとは思わない ５．価値があるとは思わない 
１．大変美しい          ２．美しい     ３．どちらともいえない 
４．あまり美しいとは思わない   ５．美しいとは思わない 









































































 対策１ 対策２ 対策３ 対策なし 
保全面積 ５ｈａ １０ｈａ ２０ｈａ ０ｈａ 
景観改善の割合 ５％向上 １０％向上 ２０％向上 ２０％悪化 
展望台・散策道の整備 なし なし あり なし 
あなたが支払う寄付金 年間５００円 年間３，０００円 年間５，０００円 年間０円 
 ↓ ↓ ↓ ↓ 
最も良いと思う対策に○





 対策１ 対策２ 対策３ 対策なし 
保全面積 ５ｈａ ２０ｈａ ３０ｈａ ０ｈａ 
景観改善の割合 １０％向上 ３０％向上 ５％向上 ２０％悪化 
展望台・散策道の整備 あり なし あり なし 
あなたが支払う寄付金 年１，０００円 年間３，０００円 年間５，０００円 年間０円 
 ↓ ↓ ↓ ↓ 
最も良いと思う対策に○







 対策１ 対策２ 対策３ 対策なし 
保全面積 ５ｈａ ２０ｈａ ３０ｈａ ０ｈａ 
景観改善の割合 ３０％向上 ５％向上 １０％向上 ２０％悪化 
展望台・散策道の整備 なし あり あり なし 
あなたが支払う寄付金 年間５００円 年間１，０００円 年間５，０００円 年間０円 
 ↓ ↓ ↓ ↓ 
最も良いと思う対策に○
















問１３．  あなたの年齢を教えてください。 
   歳 
  
問１４．  あなたの居住地を教えてください。 










５. その他（具体的に：                           ） 
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呉市  町 
  























１．０～２００万円    ２．２０１～４００万円   ３．４０１～６００万円 
４．６０１～８００万円  ５．８０１～１０００万円  ６．１００１万円以上 
１．会社員   ２．公務員・教員 ３．農林業   ４．漁業   ５．自営業 
６．主婦    ７．パート    ８．年金受給者 ９．学生   10．無職 










































































































QUESTIONNAIRE FOR ECONOMIC EVALUATION ON FOREST ECOLOGY IN SABAH, 
MALAYSIA 
 Q.1～11 are questions to evaluate forest ecology, by means of “conjoint analysis” method. 
 Please answer these questions, assuming that the proposed forest conservation measures 
would be actually realized. 
Tropical rainforest at Sabah of Malaysia in the northern Borneo has been one of the areas where biodiversity is 
the richest in the world. As for Dipterocarp, a typical tree of tropical rainforest, more than 260 species 
have been found in the Borneo island. Some have grown as high as 70 m, providing animals and insects 
with important habitats.  
Since 1980s, oil palm farms have been developed over the Sabah state, rapidly narrowing the 
tropical rainforests. Giant animals such as orangutans and elephants have been unable to live in these hackled 
forests. 
It is said that disappearance of one tree species causes extinction of 20 kinds of insects 
depending on the tree. Vice versa, trees neither pollinate nor spread their seeds as insects and 
giant animals become extinct, degrading the biodiversity. The future of forest ecosystem would be up to 
control level for the economic development activities on the tropical rainforests.  
 
Please assume that forest reserve area is newly established in Sabah in order to conserve its biodiversity. 
Number of conserved tree species will vary, being based on the sizes of the established forest reserve area.  
It is also assumed that “Sabah Forest Conservation Fund” is built to collect contributions for such 
conservation costs as expenditures for management and observation of the forest reserve area against illegal 
logging. In Q.1 to Q.4, several conservation measure options are presented, consisting of different ratio of “forest 
reserve area” and contribution level necessary for its conservation. For each question, you are asked to select one 
option which is most favorite to you. 
 The followings are brief description on ecological change from the conserved forests to cultivated land.  
●Forest Reserve Area  
This is to conserve virgin forests. In the area, rich 
biodiversity will remain over the future because of strict 
conservation of the forest ecosystem. Please image the 
right picture like the Kinabalu National Park, as an 
example. 75,370 ha of the Park was designated as a 
world natural heritage in 2000, because of its splendid 





●Agricultural Land  
On the assumption that agricultural development for 
oil-palm production narrows the forest reserve area, its 
biodiversity will be largely degraded. Please image the 
right picture like oil-palm plantation, as an example. Such 
monocultural cultivation spoils habitats for mammals, 
birds and insects. Besides, soil and water pollution can be 
predicted, due to agricultural chemicals and weed killers to 
be spread.   
 
Taking Q.1 below as example, contents of options to be selected are described as follows.  
Under Measure-１, the ratio of the forest reserve area will be increased to 5% compared with the “No 
Measure” option, as enlargement of the forest reserve area is planned controlling the size of agricultural land. 
Consequently, the average number of conserved tree species increases to 10 species/ha from 5 species/ha 
under the “No Measure” option. However, you will be asked to donate US$5 /year to realize this 
“Measure-1”. This donation will be spent only for the forest conservation in Sabah. Please envisage that your 
disposable money is reduced after the donation, when you answer the questions. 
Under Measure-2, 50 species/ha will be conserved as the ratio of the forest reserve area is 
further increased to conserve forest ecosystem. But amount of the donation different from 
the Measure-1 is shown.      
No Measure means the future situation without any conservation measure. Forest logging 
to expand agricultural land largely damages the forest ecosystem, resulting in only 5 
species/ha left. But in this option, you do not need to donate any money. 
Q.1  Among the next three options （1～3）,please select one most favorite to you for the forest 
management ! 
 Measure-１ Measure-２ No Measure 
Ratio of Forest Reserve Area 5% 10% 1% 
Average No. of Conserved Tree 
Species 
10 species/ha 50 species/ha 5 species/ha 
Amount of Your Donation US$5 /year US$50 /year US$0 /year 
 ↓ ↓ ↓ 
Please circle the most favorite option ! １ ２ ３ 
Q.2  Among the next three options （1～3）, please select one most favorite to you for the forest 
management ! 
 Measure-１ Measure-２ No Measure 
Ratio of Forest Reserve Area 5% 10% 1% 
Average No. of Conserved Tree 
Species 
20 species/ha 200 species/ha 5 species/ha 
Amount of Your Donation US$10 /year US$30 /year US$0 /year 
 ↓ ↓ ↓ 
Please circle the most favorite option ! １ ２ ３ 
Q.3  Among the next three options （1～3）, please select one most favorite to you for the forest 
management ! 
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 Measure-１ Measure-２ No Measure 
Ratio of Forest Reserve Area 10% 20% 1% 
Average No. of Conserved Tree 
Species 
10 species/ha 20 species/ha 5 species/ha 
Amount of Your Donation US$10 /year US$50 /year US$0 /year 
 ↓ ↓ ↓ 
Please circle the most favorite option ! １ ２ ３ 
Q.4  Among the next three options （1～3）, please select one most favorite to you for the forest 
management ! 
 Measure-１ Measure-２ No Measure 
Ratio of Forest Reserve Area 20% 30% 1% 
Average No. of Conserved Tree 
Species 
50 species/ha 200 species/ha 5 species/ha 
Amount of Your Donation US$5 /year US$50 /year US$0 /year 
 ↓ ↓ ↓ 
Please circle the most favorite option ! １ ２ ３ 
Q.5 If you circled Option “3”（No Measure） all for Q.1～Q.4, please select one reason among the 
next ! 
 
Q.6 Please select one among the next, for the forest future in Sabah ! 
 
 
The next questions are about yourself. 
Q.7 Sex   
    
Q.8 Age  years old 
    
Q.9 Nationality   
    
Q.10 Please circle one, as your occupation ! 
１．male  ２．female 
1. The forest should be conserved and left for the future. 
2. The forest is to be left as much as possible. 
3. The forest is not necessarily conserved. 
4. The forest should be rather cultivated for agriculture. 
5. It is difficult to select one. 
1. Because the shown amounts of donation are too high. 
2. Because the further forest conservation is unnecessary. 
3. Because donation is not appropriate as contribution method. 
4. Because meaning/intention of the questions is not clear. 
5. Other reason （Write concretely :      ） 
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Q.11 Please circle one showing your annual income ! 
Your answer to this question is very essential for the analysis. 
 







Thank you very much for your cooperation. 
H. Hasegawa, Faculty of Human Enviromental Studies, Hiroshima Shudo University 
（In cooperation with Kinabalu National Park） 
  
（1） US$0～20,000       （2） US$20,000～40,000      （3） US$40,000～60,000 
（4） US$60,000～80,000  （5） more than US$80,000 
1. businessman     2. farmer/forester    3. fisherman    4. independent job  




SOAL-SELIDIK UNTUK PENILAIAN EKONOMI TERHADAP EKOLOGI HUTAN DI 
SABAH, MALAYSIA 
 Soalan 1～11 （S.1~S.11） adalah untuk menilai ekologi hutan secara kaedah “conjoint 
analysis”. 
 Sila jawab soalan-soalan berikut dengan mengandaikan bahawa amalan pemuliharaan 
yang dicadangkan akan dapat direalisasikan.  
Hutan hujan tropika di Sabah, Malaysia, yang terletak di utara Borneo merupakan antara kawasan yang 
mempunyai biodiversiti yang terkaya di dunia. Lebih daripada 260 spesies pokok Dipterocarp telah ditemui di 
Kepulauan Borneo ini. Pokok ini boleh tumbuh sehingga mencapai ketinggian 70 m, dan boleh menjadi habitat 
penting kepada haiwan dan serangga.  
Sejak 1980 an, ladang kelapa sawit telah dimajukan di seluruh negeri Sabah, dan akibatnya kawasan hutan 
hujan tropika berkurangan. Haiwan besar seperti orangutan dan gajah tidak dapat hidup dalam kawasan hutan 
sebegini. 
Adalah dikatakan bahwa kehilangan satu spesies pokok boleh mengakibatkan kepupusan sebanyak 20 jenis 
serangga. Pendebungaan dan penyebaran biji benih tidak dapat berlaku disebabkan serangga serta haiwan menjadi 
pupus, seterusnya mengurangkan biodiversiti. Justeru itu masa depan ekosistem hutan bergantung kepada tahap 
pengawalan terhadap aktiviti pembangunan ekonomi yang dijalankan ke atas hutan hujan tropika.  
 
Sila andaikan bahawa kawasan hutan simpan baru ditubuhkan di Sabah untuk memulihara 
biodiversitinya. Bilangan spesies pokok yang dipulihara adalah berbeza-beza bergantung kepada 
saiz kawasan hutan simpan yang ditubuhkan. 
Diandaikan juga “Dana Pemuliharaan Hutan Sabah” ditubuhkan untuk mengutip derma yang akan disalurkan 
untuk kos-kos yang terlibat dalam aktiviti pemuliharaan seperti pengurusan dan pemantauan hutan simpan 
daripada pembalakan haram. Dalam S.1 hingga S.4, beberapa pilihan amalan pemuliharaan diberikan. Amalan 
pemuliharaan ini terdiri daripada peratus “kawasan hutan simpan” dan jumlah derma atau sumbangan yang 
diperlukan untuk menyelenggara pemuliharaan hutan simpan tersebut. Untuk setiap soalan tersebut anda 
dikehendaki untuk menyatakan amalan pemuliharaan yang menjadi pilihan utama anda. 
 Berikut adalah penerangan ringkas tentang perubahan ekologi yang berlaku dari hutan dipulihara ke hutan 
perladangan .  
●Hutan Simpan  
Kawasan ini ditubuhkan dengan tujuan untuk 
memulihara hutan dara. Dalam hutan ini, biodiversiti 
adalah kekal sepanjang masa disebabkan amalan 
pemuliharaan yang ketat terhadap ekosistem hutan. 
Sebagai contoh, Taman Kinabalu （ kanan ） 
menggambarkan kawasan hutan simpan yang terpulihara. 
Kawasan seluas 75, 370 ha ini diwartakan sebagai tapak 
warisan dunia pada tahun 2000 kerana ianya menampung 
pelbagai habitat penting dan juga pemandangan 





●Tanah Pertanian  
Berdasarkan andaian bahawa kemajuan pertanian untuk 
pengeluaran kelapa sawit mengurangkan kawasan hutan 
simpan, maka biodiversiti juga akan berkurangan. Gambar 
contoh di kanan menunjukkan satu kawasan ladang kelapa 
sawit. Perladangan tanaman sejenis seperti kelapa sawit 
menjejaskan habitat untuk haiwan mamalia, burung dan 
serangga. Di samping itu, pencemaran tanah dan air akan 
dijangka berlaku akibat daripada penggunaan bahan kimia 
pertanian serta racun rumpai.   
 
Dengan menggunakan S.1 di bawah sebagai contoh, penerangan untuk setiap cadangan pilihan untuk 
amalan pemuliharaan diberikan.  
Di bawah Amalan -１, peratus kawasan hutan simpan ditambah kepada 5% berbanding dengan pilihan 
“Tiada Amalan”. Ini bersesuaian apabila kawasan hutan simpan ditambah, ia akan mengawal saiz kawasan 
tanah perladangan. Dengan itu, purata bilangan spesies pokok yang dipulihara akan meningkat kepada 10 
spesies/ha daripada 5 spesies/ha . Walau bagaimana pun, anda dikehendaki menderma sebanyak RM 
15/tahun untuk merealisasikan “Amalan -1”. Derma ini akan digunakan untuk menjalankan aktiviti 
pemuliharaan hutan di Sabah sahaja. Sila andaikan bahawa anda benar-benar telah memberi sumbangan 
untuk tujuan tersebut ketika anda menjawab soalan-soalan berikut. 
Di bawah Amalan - 2, 50 spesies/ha akan dipulihara apabila peratus kawasan hutan 
simpan ditambahkan lagi untuk tujuan pemuliharaan ekosistem hutan. Jumlah derma 
yang diperlukan juga berbeza daripada Amalan - 1 .      
Tiada Amalan bermaksud situasi masa depan tanpa sebarang langkah pemuliharaan. 
Pembalakan hutan akan meningkatkan pembukaan tanah untuk perladangan serta 
menjejaskan ekosistem hutan, seterusnya hanya 5 spesies/ha yang tinggal dalam hutan 
simpan. Untuk pilihan ini, anda tidak dikehendaki untuk memberikan sebarang 
sumbangan. 
S.1  Antara ketiga-tiga pilihan （1～3）, sila pilih satu yang menjadi pilihan utama anda untuk 
pengurusan hutan. 
 Amalan - 1 Amalan - 2 Tiada Amalan 
Peratus Kawasan Hutan Simpan 5% 10% 1% 
Purata Bilangan Spesies Pokok 
Dipulihara 
10 spesies/ha 50 spesies/ha 5 spesies/ha 
Jumlah Derma Anda RM 15/tahun RM 150/tahun RM 0/tahun 
 ↓ ↓ ↓ 
Sila bulatkan pilihan utama anda １ ２ ３ 
S.2  Antara ketiga-tiga pilihan （1～3）, sila pilih satu yang menjadi pilihan utama anda untuk 
pengurusan hutan. 
 Amalan - 1 Amalan - 2 Tiada Amalan 
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Peratus Kawasan Hutan Simpan 5% 10% 1% 
Purata Bilangan Spesies Pokok 
Dipulihara 
20 spesies/ha 200 spesies/ha 5 spesies/ha 
Jumlah Derma Anda RM 30/tahun RM 90/tahun RM 0/tahun 
 ↓ ↓ ↓ 
Sila bulatkan pilihan utama anda  １ ２ ３ 
 S.3  Antara ketiga-tiga pilihan （1～3）, sila pilih satu yang menjadi pilihan utama anda untuk 
pengurusan hutan. 
 Amalan - 1 Amalan - 2 Tiada Amalan 
Peratus Kawasan Hutan Simpan 10% 20% 1% 
Purata Bilangan Spesies Pokok 
Dipulihara 
10 spesies/ha 20 spesies/ha 5 spesies/ha 
Jumlah Derma Anda RM 30/tahun RM 150/tahun RM 0 /tahun 
 ↓ ↓ ↓ 
Sila bulatkan pilihan utama anda  １ ２ ３ 
 S.4  Antara ketiga-tiga pilihan （1～3）, sila pilih satu yang menjadi pilihan utama anda untuk 
pengurusan hutan. 
 Amalan - 1 Amalan - 2 Tiada Amalan 
Peratus Kawasan Hutan Simpan 20% 30% 1% 
Purata Bilangan Spesies Pokok 
Dipulihara 
50 spesies/ha 200 spesies/ha 5 spesies/ha 
Jumlah Derma Anda RM 15/tahun RM 150/tahun RM 0 /tahun 
 ↓ ↓ ↓ 
Sila bulatkan pilihan utama anda  １ ２ ３ 
 S.5 Jika anda memilih Opsyen “3” （Tiada Amalan） untuk S.1 ~ S.4 
 
S.6  Sila pilih satu kenyataan tentang masa depan hutan di Sabah.  
 
 
Soalan berikutnya adalah tentang diri anda. 
 
1. Hutan perlu dipulihara untuk masa depan. 
2. Hutan perlu dikekalkan sebanyak mungkin. 
3. Hutan tidak perlu dipulihara. 
4. Hutan lebih baik dibuka untuk pertanian. 
5. Sukar untuk membuat pilihan. 
1. Sebab jumlah derma yang diminta terlalu tinggi. 
2. Sebab pemuliharaan hutan tidak perlu. 
3. Sebab menderma bukan kaedah yang sesuai untuk memberi sumbangan. 
4. Sebab maksud/tujuan soalan tidak jelas. 





    
S.8 Umur  tahun 
S.9 Negeri asal   
S.10 Pekerjaan anda, sila bulatkan. 
 
S.11 Sila bulatkan pilihan jawaban berikut yang menunjukkan anggaran pendapatan 
tahunan anda. 
※Jawaban anda kepada soalan ini amat penting untuk analisis kajian ini. 
 







Terima kasih di atas kerjasama anda. 
 
H. Hasegawa, Bahagian Penyelidikan Alam Sekitar dan Manusia, Universiti Hiroshima Shudo 
（Dengan kerjasama Taman Kinabalu） 
 
 
(1) RM 0~RM 60,000   (2) RM 60,000~RM 120,000    (3) RM 120,000~RM 180,000 
(4) RM 180,000~RM 240,000       (5) lebih dari RM 240,000 
1. Ahli perniagaan      2. Petani 3. Nelayan         4. Bekerja sendiri  
5. Kakitangan kerajaan    6. Surirumah     7.Tiada pekerjaan   
8. Lain-lain（                  ） 
１．Lelaki  ２．Perempuan 
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